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令和 4年度予算見積調書(2月補正予算) 課室名:

説明事業

住宅課
担当名: 総務・民間住宅担当

内線: 5562 (単位：千円)
会計

B3 子育て世帯・移住世帯住宅省エネ化支援事業 一般会
計
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事 業
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なし

款

針路 10
令和 5年度 分野施策 1006

１　事業概要 ５　事業説明
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　国補正予算『こどもエコすまい支援事業』等に連動し
た県補助制度を創設し、子育て世帯、移住世帯の省エネ
投資を下支えする。

　子育て世帯・移住世帯住宅省エネ化　113,000千円
  支援事業

（１）事業内容
　　　子育て世帯・移住世帯住宅省エネ化支援事業　　住宅省エネ改修支援     　　　　113,000千円

（２）事業計画
　　　子育て世帯や移住世帯を対象に、「こどもエコすまい支援事業」を活用して住宅の省エネ改修を行った場合に
　　補助を上乗せする（国の補助額と同額）。

　　　○　省エネ改修補助　  1,000戸 × 100千円 ＝ 100,000千円
　　　　＜補助対象＞
　　　　１　子育て世帯
　　　　　・　対象工事：住宅の省エネ改修
　　　　　・　補助上限：既存住宅を購入した場合　60万円、その他の場合　45万円
　　　　２　移住世帯
　　　　　・　対象工事：住宅の省エネ改修（既存住宅を購入した場合）
　　　　　・　補助上限：若者夫婦世帯　60万円、その他の世帯　45万円

　　　○　事業事務の委託　　　　　　　　　　　　 　13,000千円
 
（３）事業効果
　　　住宅省エネ改修による環境負荷の低減、県外からの移住者数の増加
　
（４）補正予算の概要
　　　「子育て世帯・移住世帯住宅省エネ化等支援事業」の創設による増
　　　事業内容：子育て世帯及び移住世帯の住宅省エネ改修に対し、費用の一部を補助する。

２　事業主体及び負担区分
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
（原油価格・物価高騰分）（国10/10）

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×0.5人＝475千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
補正後の
予算額国庫支出金

決定額 113,000 113,000

現計額 0 0

― 都市整備部 3 ―

豊かな自然と共生する社会の実現

0 113,000

地球環境に優しい社会づくり



 

事業名

単位事業名 予算額 113,000千円

　
（単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

委託料 13,000 ― 補助金交付決定等事務委託費　13,000,000円

負担金、補助及び交付金 100,000 ― 省エネ改修補助　1,000戸×100,000円

合計 113,000 ―

事業内訳書

子育て世帯・移住世帯住宅省エネ化支援事業

子育て世帯・移住世帯住宅省エネ化支援事業

主な内容


